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国保加入世帯
13,125世帯
国保加入者数
23,744人

（平成25年９月１日現在）
お問い合わせ先
保　険　課
☎㉕1116

平成25年度　国保当初予算額

97億5,792万円
（前年比4.3％増）

保険給付費
6,604,230
67.7％

後期高齢
者支援金
1,235,381
12.7％

介護納付金
538,415
5.5％

共同事業
拠出金
1,186,978
12.2％

総務費
120,369
1.2％

保険事業他
72,549
0.7％

歳出
（千円）

国庫支出金
2,311,041
23.7％

保険税
2,173,423
22.3％

県支出金
557,176
5.7％

市繰入金
771,504
7.9％

前期高齢
者交付金
1,946,140
19.9％

共同事業
交付金
1,268,071
13.0％

療養給付費等
交付金
693,117
7.1％

繰越金他
37,450
0.4％

歳入
（千円）

　

歳
入
歳
出
と
も
に
前
年
度
よ
り

約
４
億
円
、
４
・
３
％
増
加
し
て

い
ま
す
。

　

歳
入
の
増
加
内
訳
は
、
保
険
税

が
11
・
４
％
の
増
加
、
国
庫
支
出

金
が
２
・
７
％
の
増
加
、
療
養
給

付
費
等
交
付
金
が
22
・
３
％
の
増

加
、
前
期
高
齢
者
交
付
金
が
５
・

２
％
の
増
加
で
す
。

　

歳
入
内
訳
は
、
国
庫
支
出
金
が

約
24
％
、
保
険
税
が
約
22
％
、
前

期
高
齢
者
交
付
金
が
約
20
％
を
占

め
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
歳
出
の
増
加
内
訳
は
、

保
険
給
付
費
が
５
・
９
％
の
増
加
、

後
期
高
齢
者
支
援
金
が
３
・
６
％

の
増
加
、介
護
納
付
金
が
２
・
９
％

の
増
加
で
す
。

　

歳
出
内
訳
は
、保
険
給
付
費（
主

に
保
険
医
療
費
）
が
約
68
％
、
後

期
高
齢
者
支
援
金
が
約
13
％
で
全

体
の
約
８
割
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
税
率
改
定
を
行
っ

た
た
め
、
税
収
の
増
加
を
見
込
ん

だ
予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
医

療
費
も
年
々
増
加
し
、
国
保
財
政

は
依
然
厳
し
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

　

引
き
続
き
、
国
保
加
入
者
の
み

な
さ
ん
に
は
、
医
療
機
関
へ
の
適

正
受
診
に
、
ご
理
解
と
ご
協
力
を

お
願
い
し
ま
す
。

・ 

医
療
費
の
総
額
や
窓
口
負
担
額

以
外
の
医
療
費
（
国
保
が
負
担

し
て
い
る
金
額
）
に
つ
い
て
も

確
認
し
、
医
療
費
の
抑
制
に
つ

な
げ
る

※
９
月
に
、
４
・
５
・
６
月
に
受

診
歴
の
あ
る
世
帯
を
対
象
に
医
療

費
通
知
を
郵
送
し
ま
し
た
の
で
、

受
診
状
況
の
確
認
を
し
て
く
だ
さ

い
。

平
成
25
年
度
の
当
初
予
算
額

を
お
知
ら
せ
し
ま
す

〜
医
療
機
関
を
適
正
に
受
診

す
る
た
め
に
〜
「
医
療
費
通

知
」
を
ご
利
用
く
だ
さ
い

　

医
療
費
通
知
と
は
、
国
保
加
入

者
の
医
療
機
関
の
受
診
歴
を
お
知

ら
せ
す
る
も
の
で
す
。

　

本
庄
市
で
は
現
在
、年
４
回（
６

月
・
９
月
・
12
月
・
３
月
）、
過

去
３
か
月
分
の
受
診
医
療
機
関
・

医
療
費
を
、
世
帯
ご
と
に
ま
と
め

て
お
知
ら
せ
し
て
い
ま
す
。

　

国
保
加
入
世
帯
（
約
１
３
、
０

０
０
世
帯
）
の
う
ち
、
過
去
３
か

月
間
で
受
診
歴
の
あ
る
世
帯
（
毎

回
約
１
１
、
０
０
０
世
帯
）
に
送

付
し
て
い
ま
す
。

《
医
療
費
通
知
の
目
的
》

・ 
受
診
歴
を
確
認
し
、
は
し
ご
受

診
や
重
複
受
診
を
防
ぐ

　

10
月
１
日
か
ら
使
用
す
る
新
し

い
保
険
証
（
茶
色
）
を
９
月
下
旬

に
「
簡
易
書
留
郵
便
」
で
送
付
し

ま
し
た
。

※
国
民
健
康
保
険
税
を
滞
納
し
て

い
る
一
部
の
世
帯
に
は
、
納
税
相

談
の
後
に
お
渡
し
し
ま
す
の
で
、

郵
送
は
し
て
い
ま
せ
ん
。

新
し
い
保
険
証
は

届
き
ま
し
た
か
？
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交
通
事
故
等
、
第
三
者
か
ら
受

け
た
け
が
や
病
気
な
ど
で
国
保
の

保
険
証
を
利
用
す
る
場
合
、市（
国

保
）
で
は
加
害
者
等
へ
の
求
償
の

手
続
き
が
あ
り
ま
す
の
で
、
至
急

保
険
課
に
届
出
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

な
お
、
仕
事
中
、
通
勤
中
の
け

が
で
労
災
が
適
用
に
な
る
場
合
は
、

保
険
証
は
使
用
で
き
ま
せ
ん
。

国保加入者を対象に次の事業を行っています
人間ドック助成
対象　次の要件を全て満たす人（世帯）
①１年以上継続して国保に加入していること
②35歳以上の人
③保険税を完納していること
④市の特定健康診査を受診しない人
助成額　２万円
※人間ドック受検料が２万円以下の場合、助成額は受検
料と同額になります。

特定健康診査
　この健診は、『内臓脂肪症候群（メタボリックシンドロー
ム）』に着目したものです。対象者には毎年、通知を発送
しています。期間内に、必ず受診しましょう。
対象　40歳以上の人
※ただし、妊娠中の人、施設入所者、長期入院患者、人
間ドック受検者（結果を提示した人）等は除きます。

出産育児一時金支給制度
　国保加入者が出産した時、一児につき39万円（産科医
療補償制度加入医療機関で出産した場合42万円）を支給
しています。申請方法は、医療機関などにご確認ください。
※他の社会保険等に１年以上加入していた国保加入者が
退職後６か月以内に出産し、その社会保険等から支給さ
れる場合は、国保からは支給されませんのでご注意くだ
さい。

葬祭費支給制度
　国保加入者が死亡した時、葬祭を行う人に５万円を支
給します。

◇◆医療費が高額になったとき◆◇

　

申
告
を
忘
れ
る
と
、
国
民
健
康

保
険
税
の
軽
減
が
適
用
さ
れ
な
い

な
ど
、
不
利
益
が
生
じ
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。

【
申
告
が
必
要
な
人
】

・ 

16
歳
以
上
の
国
民
健
康
保
険
加

入
者
と
そ
の
世
帯
主

※
世
帯
主
が
国
民
健
康
保
険
未
加

入
の
場
合
で
も
申
告
は
必
要
で
す
。

※
配
偶
者
控
除
・
扶
養
控
除
の
対

象
者
も
申
告
が
必
要
で
す
。
ま
た
、

所
得
が
無
い
人
も
「
所
得
な
し
」

の
申
告
が
必
要
で
す
。

【
申
告
が
不
要
な
人
】

・ 

確
定
申
告
、
市
民
税
・
県
民
税

の
申
告
を
し
た
人

・ 

市
役
所
に
給
与
支
払
報
告
書
・

公
的
年
金
等
支
払
報
告
書
が
提

出
さ
れ
て
い
る
人

【
申
告
の
方
法
】

○
平
成
25
年
１
月
１
日
現
在
、
本

庄
市
に
住
民
登
録
さ
れ
て
い
た
人

　

収
入
の
証
明
に
な
る
も
の
（
源

泉
徴
収
票
等
）
と
印
鑑
（
朱
肉
を

必
要
と
す
る
も
の
）
を
持
参
し
、

課
税
課
又
は
市
民
福
祉
課
へ
申
告

し
て
く
だ
さ
い
。

○
平
成
25
年
１
月
２
日
以
降
に
本

庄
市
へ
転
入
し
た
人

　

平
成
25
年
１
月
１
日
現
在
に
住

民
登
録
さ
れ
て
い
た
市
町
村
へ
申

告
後
、
保
険
課
へ
ご
連
絡
く
だ
さ

い
。

　同じ月内の医療費の自己負担額が高額になったとき、申請
して認められると、限度額を超えた分が高額療養費として支
給されます。
　「70歳未満の人」と「70歳以上75歳未満の人」や「住民
税課税世帯の人」と「非課税世帯の人」等では、限度額が異
なります。
　該当する人には、申請のお知らせをします。お知らせをす
る時期は、早くても診療月の３か月後の月末となります。

高額療養費

　一つの医療機関ごとの窓口負担は、限度額までとなります。
事前に「限度額適用認定証」の交付を申請し、医療機関窓口
に提示してください。
　ただし、70歳以上75歳未満で住民税が課税されている世
帯の人は、申請の必要はありません。

入院・高額通院の場合

　人工透析を必要とする慢性腎不全等で、長期にわたり、高
額な治療を必要とする特定疾病の人は、一つの医療機関ごと
の窓口負担は１万円（70歳未満の上位所得者は２万円）ま
でとなります。「特定疾病療養受療証」の交付を申請し、医
療機関等窓口に提示してください。

特定疾病の場合

　年間の医療費が高額になった世帯に介護保険の受給者がい
る場合、国民健康保険と介護保険の両方の自己負担を合算し、
年間の限度額を超えた場合は、申請して認められると、超え
た分が高額介護合算療養費として支給されます。
　申請のお知らせをする時期は、毎年12月頃を予定してい
ます。

高額医療・高額介護合算療養費

　

倒
産
・
解
雇
な
ど
に
よ
り
離
職

し
た
人
（
特
定
受
給
資
格
者
）
や

雇
い
止
め
な
ど
に
よ
り
離
職
し
た

人
（
特
定
理
由
離
職
者
）
で
雇
用

保
険
を
受
給
し
て
い
る
人
は
、
保

険
課
に
申
告
を
す
る
こ
と
に
よ
り

国
民
健
康
保
険
税
が
軽
減
さ
れ
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。
詳
し
く
は
、

保
険
課
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ

い
。所

得
の
申
告
は
お
済
み
で
す
か
？

　

国
民
健
康
保
険
税
の
計
算
等
は
、

所
得
に
応
じ
て
行
う
た
め
、
国
保

加
入
者
は
毎
年
所
得
の
申
告
が
必

要
で
す
。

交
通
事
故
等
で
保
険
証
を
使
用

す
る
場
合
に
は
連
絡
を
！

非
自
発
的
失
業
者
の
国
民
健
康

保
険
税
が
軽
減
さ
れ
ま
す


